
整理番号４ 

完 了 後 の 評 価 個 表 

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業実施期間 平成 29 年度～令和３年度（５年間） 

事業実施地区名 
（都道府県名） 

（るもい） 
留萌森林計画区 

（北海道） 
事業実施主体 

北海道森林管理局 

留
る

萌
もい

北
ほく

部
ぶ

森林管理署 

完了後経過年数 ４年 管理主体 留萌北部森林管理署 

事業の概要・目的  本事業は、北海道の北西部に位置し、留萌振興局管内の３町１村に所在する約

９万７千 ha の国有林野を対象としている。 

本計画区のうち当署管内は、天
て

塩
しお

山系の最高峰であるピッシリ山や、日本最大

の人造湖である朱鞠内
しゅまりない

湖などの優れた景観を有することから、朱鞠内道立自然公

園に指定され、保健休養の場として多くの利用者が訪れる観光資源としての特性

を持っている。基幹産業としては、内陸部においては広大な草地基盤を生かした

酪農が展開され、沿岸部ではサケの定置網漁業やホタテの養殖が、河川や湖沼部

においてはシジミ漁が盛んである。 

森林の現況はトドマツ（90％）を主な樹種とした人工林面積が約１万２千 ha、

天然林面積が約７万７千 ha であり、森林蓄積は全道の平均蓄積 140 ㎥/ha に対

して 130 ㎥/ha となっている。国有林の総面積のうち約 91％が水源涵
かん

養や土砂流

出防備を主な目的とした保安林に指定され、地域の資源保全や基幹産業の振興等

に重要な役割を果たしている。 

また、「初山別
しょさんべつ

地域森林整備に関する協定」に基づき設定した森林共同施業団

地において、民有林と国有林が連携した森林整備が行われているほか、日本海に

面した海岸林は貴重な森林生態系を有するとともに、冬季の暴風雪をはじめとす

る風衝被害を抑制する役割も担っている。本事業の対象となる国有林は、人工林

の齢級構成を見ると約 86％が７～12 齢級で、主伐期とされる 10 齢級以上の割合

は約 52％を占めており、森林資源の本格的な利用期を迎えている。このような

状況から、針広混交林や複層林へ計画的に誘導しつつ木材を安定的に供給するほ

か、間伐の適切な実施や主伐後の確実な更新を図るなど、森林整備の必要性が一

層増している。 

このため、本事業は、森林の有する公益的機能の持続的な発揮を通じて地域の

期待に応えるとともに、国産材の安定供給体制の構築や生物多様性の保全等の促

進及び二酸化炭素の固定による地球温暖化防止にも寄与するため、森林整備を積

極的に行いつつ、森林整備の効率的な実施に必要な路網整備を実施したものであ 



 ・主な事業内容 森林整備 更新面積    26 ha 

保育面積  2,586 ha 

路網整備 開設延長    7.6 km 

改良延長    1.3 km 

・総事業費          1,270,055 千円（税抜き  1,162,163 千円） 

①  費用便益分析の

算定基礎となった

要因の変化 

令和８年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。 

 総便益（Ｂ）12,519,678 千円 

 総費用（Ｃ） 2,739,277 千円 

 分析結果（Ｂ／Ｃ）  4.57 

②  事業効果の発現

状況 

・更新、保育によって適正に森林が整備され、水源涵養や山地保全、二酸化炭素

の固定等、森林の有する公益的機能の維持増進が図られた。 

・林道等の路網整備によって車両の通行可能範囲が広くなり、森林整備事業地ま

での所要時間や木材の搬出距離が短縮されることで木材生産の経費縮減が図ら

れた。 

・計画的な事業の発注を通じて雇用の場を提供することにより、地域の社会経済

に貢献した。 

③  事業により整備

された施設の管理

状況 

・整備された森林は、継続して適切に管理しており、良好な状態である。 

・整備された林道は、適切に維持・管理しており、良好な状態である。 

④  事業実施による

環境の変化 

・水源涵養機能をはじめとする公益的機能が十分に発揮できる森林が形成され、

河川等への土砂流出抑制によって良好な水環境が維持されている。 

・周囲の森林と調和した施業は自然景観を保持し、保健機能等を充実させてい

る。 

⑤  社会経済情勢の

変化 

 

 

 

 

北海道では人工林が利用期を迎え、伐採などの素材生産事業の事業量は増加し

ているが、令和５年度の林業従事者（個人事業主・一人親方を含む。）は 4,180

人で、平成 29 年度は 4,253 人、令和元年度は 4,269 人、令和３年度は 4,208 人

とおおむね横ばいで推移している。 

令和５年度における林業従事者のうち、67％を占める 2,820 人が通年雇用者で

あり、平成 29 年度時の 2,364 人と比べると増加している。また、林業従事者全

体の平均年齢は、平成 29 年度から令和５年度の間およそ 50 歳でおおむね横ばい

で推移しているが、60 歳以上の割合は全体の 30％を超え、後継者の確保が必要

となっている。従事者の年齢構成は本地域でも同様の傾向にあり、作業の機械化

による安全性や労働条件の向上が若年層の就業定着の課題となっている。 

また、北海道内では、木質バイオマスの需要拡大や道産建材の利用拡大の取組

が展開されている中、国有林においても、森林・林業・木材産業の発展や振興に

寄与するため、自然条件や作業システム等に応じた路網整備を推進することが重

要である。同時に、本計画区においては、良質な漁場保全や風衝被害防止の観点



からも国有林が水源涵養林・防災林として果たすべき役割が大きく、水源の涵養、

国土の保全といった森林の有する公益的機能が発揮されるよう、森林整備を進め

ることが求められている。 

⑥  今後の課題等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林資源の適正な管理・循環利用を図りながら森林の有する多面的機能を持続

的に発揮させるため、地域管理経営計画及び国有林野施業実施計画に基づき着実

に森林整備、路網整備を実施する必要がある。 

特に、本地域を含む留萌振興局管内は、林業従事者が道内他地域に比べて少な

い状況にある。このため、事業の実施に当たって、今後の施業を想定した効果的

な路網配置に加え、コンテナ苗の活用、伐採と造林の一貫作業及び下刈りの機械

化等により、現場作業の効率化を図るとともに、森林整備の省力化及び低コスト

化に資する取組を推進することが必要となる。 

また、森林による二酸化炭素の吸収に対する期待に応え、また、北海道産材の

需要に応じた木材の安定供給体制を構築するなど、北海道の林業・木材産業及び

地域振興に貢献する取組が求められる。 

なお、これらの取組は、関連する地域の自治体や林業事業体と現地検討会等を

通じて技術の共有を図り、普及に向けて連携することが重要である。 

 

地元の意見： 

（北海道） 

 森林整備事業及び路網整備事業の実施により、森林の有する多面的機能の維持

増進が図られたと認識している。今後とも道や関係市町村等と情報の共有を図り

ながら、森林整備を推進していただきたい。 

（天塩町） 

 当町における森林環境保全整備事業の実施により、森林が本来有する多面的機

能を発揮するための基盤整備が促進されたと評価する。また、本事業の計画的な

推進は、雇用の場を創出し担い手問題に対する効果を有すると考えられるため引

き続き事業の継続を期待したい。 

 最後に、今後も多様化する自然環境に対応できる健全な森林維持を可能とする

ため、森林整備に欠かすことのできない路網整備の充実と強化、間伐等の造林事

業が積極的に実施されるよう森林環境保全整備事業を要望する。 

（遠別
えんべつ

町） 

 当町では、森林の大部分を国有林が占めており、国有林の計画的な森林整備は

地域全体の森林環境の維持において重要な役割を果たしている。本事業により、

保育作業や路網整備が着実に実施されたことは、森林の多面的機能の持続的発揮

や将来の森林利用に資する取組として評価できる。 

 今後も、国有林と地域全体の森林管理との連携を意識しつつ、本事業が継続的

に実施されることを期待する。 

（羽
は

幌
ぼろ

町） 



 ※平成 28 年度の評価時点における数値については、消費税を含んだ数値である。 

 国有林は羽幌町の地域における水源林としての役割を担っており、間伐を主体

とした森林整備が実施されたことにより、森林の有する多面的機能が発揮される

健全な森林の形成がなされたことは評価する。今後も適切な整備と管理を実施さ

れ、町有林や民有林の模範となるような森林経営をお願いする。 

（初山別村） 

森林環境保全整備事業による評価と結果について、具体的な取組として以下の

ように記する。 

一つ目に、多面的機能の向上と保全として、土砂流出の抑制などに寄与し、森

林の有する多面的機能が促進されたと評価する。 

二つ目に、森林資源の健全化として、適切な間伐や森林整備が行われ、保水力

の高い森林土壌の維持や、成長が旺盛な森林へ誘導する効果を評価する。 

三つ目に、地域雇用の創出として、計画的な事業発注を通じて、地域の林業事

業体に雇用機会を提供し、山村地域の活性化に寄与している。 

また、平成 23 年度に国有林と民有林が連携した初山別地域森林整備共同施業

団地（明里
あけさと

地区など）を設定し、効率的な森林整備を行っている。 

今後の方向性としては、継続的な整備のために自然環境の保全を図る観点か

ら、総合的な森林整備を要望したい。そして、今後も森林環境教育に取り組み、

地域住民にとって豊かな森林が健全に育まれるような森づくりを要望する。 

森林管理局事業評価 

技術検討会の意見 

本事業の実施により、水源涵養機能をはじめとする森林の有する公益的機能の

維持増進が図られており、事業の効果が発揮されていると認められる。 

評価結果  

 

 

 

 

・必要性： 本事業は、水源林としての働きや、沿岸地域の風衝被害を抑制する

防災林としての働きといった、森林の有する公益的機能の発揮に重要

な役割を果たしており、河川等への土砂流出抑制によって良好な漁場

環境を保全するなど、地域の産業振興に寄与している。また、森林共

同施業団地において、民有林と国有林が連携した森林整備を推進する

観点からも、その必要性が認められる。 

・効率性： 現況に即した路網配置や路網と高性能林業機械を適切に組み合わせ

た作業システムの定着が図られるなど、事業の効率性が認められる。 

・有効性： 本事業により、森林の有する公益的機能が一層発揮され、引き続き

その効果が発現されると見込まれる。 

また、地域産業の振興や二酸化炭素の固定による地球温暖化防止に

寄与しているとともに、計画的な事業発注を通じて地域の雇用創出に

貢献していることからも、事業の有効性が認められる。 



様式１

事 業 名　： 都道府県名： 北海道

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

水源涵養便益 洪水防止便益 2,766,809

流域貯水便益 511,927

水質浄化便益 2,257,436

山地保全便益 土砂流出防止便益 3,439,768

環境保全便益 炭素固定便益 1,135,535

木材生産等便益 木材生産経費縮減便益 466

木材利用増進便益 30,235

木材生産確保・増進便益 681,710

森林整備経費縮減等便益 森林管理等経費縮減便益 21,721

森林整備促進便益 1,674,071

総　便　益    （Ｂ） 12,519,678

2,739,277

12,519,678

2,739,277

便　益　集　計　表

（森林整備事業）

森林環境保全整備事業（国有林）

留萌森林計画区（留萌北部森林管理署）

大　区　分 備　　　　考

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 4.57



森林環境保全整備事業 留萌森林計画区
事業概要図（留萌北部森林管理署）

誘導伐

植付

林道改良工事


